
    

インターネットでの情報提供 

提供予定日 １０月１４日 

    
平成 22 年１０月１３日 県政記者クラブ・岐阜経済記者クラブ同時配布資料 

担   当   課 担  当 担 当 者 電 話 番 号 

商工労働部モノづくり振興課 地場産業担当 小林慎史 直通 058-272-8362 内線 3094 

(財)岐阜県産業経済振興センター 海外取引担当 塚原雅巳 058-277-1097 

    
    
    
    
    

中国では、日系企業で労働争議が頻発し、日系企業に大きな影響を及ぼしており、その対

応は緊急の課題となっています。また、中国市場への売り込み、円高を背景にした生産拠点

の海外移転等、中国への進出を検討している企業にとっても、労務管理リスクは大きな関心

事となっています。 

そのため、中国ビジネス経験豊富なアドバイザーを講師に招き、ケーススタディの紹介を

まじえた講演、講師と出席者との意見交換を通して、今回の労働争議の背景、現状の理解、

現場（中国現地法人）だけでなく、日本の親会社も一体となったストライキへの対応、中小

企業に与える今後の影響について学ぶワークショップを開催します。 

また、希望者には講師との個別相談会も行います。 

 

日  時  1２月 １５日（水） １３時１５分～１６時３０分 

       個別相談会は 12/15（水）午前、１2/16（木）終日、県民ふれあい会館

14 階 1401 会議室にて実施します。    

会  場  岐阜県県民ふれあい会館１４階 レセプションルーム 

       〒50０-8505 岐阜市藪田南 5-14-53 TEL058-277-1111 

主  催  (財)岐阜県産業経済振興センター 

共  催  （独）中小企業基盤整備機構 

後  援  JETRO 岐阜（予定） 

内  容  第一部：「今後の中国ビジネスとリスク管理」    

            講師：（独）中小企業基盤整備機構 経営支援専門員 山
ヤ マ

田
ダ

 渉
ワ タ ル

氏 

       第二部：「中国における賃上げ争議の背景、現状、その対応策及び今後の影響」    

            講師：上海開澤法律事務所 王
ワ ン

 穏
ウ エ ン

 弁護士 

               （（独）中小企業基盤整備機構 国際化支援アドバイザー） 

       第三部：講師との意見交換 

 参加費用  無料 

申込期限  1２月１０日（金） 

 先着４０名（定員になり次第、締め切らせていただきます）  

参加者募集参加者募集参加者募集参加者募集                    中中中中国国国国ビジネスビジネスビジネスビジネスワークショップワークショップワークショップワークショップ    

「「「「中国中国中国中国におけるストライキにおけるストライキにおけるストライキにおけるストライキ多発多発多発多発をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた労務管理労務管理労務管理労務管理のののの留意点留意点留意点留意点とととと今後今後今後今後のののの影響影響影響影響」」」」    



申込方法  下記の(財)岐阜県産業経済振興センターのホームページから申込みできます。 

        http://www.gpc-gifu.or.jp/index.asp 

申込先・問合わせ先 

 (財)岐阜県産業経済振興センター 地域産業支援センター 海外取引担当 塚原、福手 

〒500-8505 岐阜市薮田南 5-14-53 県民ふれあい会館 10 階 

TEL：058-277-1097  FAX：058-273-5961  E-mail：kaigai-t@gpc-gifu.or.jp 

 

【講師の紹介】 

○（独）中小企業基盤整備機構 経営支援専門員 山田 渉氏  

  １９７３年、総合商社に入社。中国(北京・上海)を中心にシンガポール、香港、台湾等中国圏にお 

ける計９年の駐在・研修の経験を有し、この間プラント・建設機械から履物・化粧品まで幅広い商 

品の取引を担当。 

  上海では外資合弁による卸売会社を設立し、２００１年から３年間はその会社の幹部として中国 

国内取引や中国製品の輸出を推進。 

 

○上海開澤法律事務所 王 穏 弁護士 

日本東京大学法学部公法学科卒業、一橋大学大学院経済法・民事法学科修了。 

1995 年 10 月に中国弁護士資格試験合格後、日系法律事務所の顧問弁護士、中国国内法律事務

所弁護士など歴任、現在に至る。 

日本及び中国の法律事務所にて長年企業Ｍ＆Ａ、法的スキーム構成、外商投資、契約法、労務管 

理などを中心に、日本の対中投資業務に従事。 


